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持続可能な行政へ　
待ったなし！行財政改革②

　

町
で
は
厳
し
い
財
政
状
況
を
改
善
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な

行
政
に
転
換
す
る
た
め
、
５
月
号
か
ら
シ
リ
ー
ズ
で
、
周
防
大
島
町
の
行

財
政
改
革
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
職
員
の
定
員
適
正
化
の
推
進
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

本
町
の
厳
し
い
財
政
状
況
の
改
善
の
た
め
に
は
、
人
件
費
（
平
成
19
年

度
一
般
会
計
予
算
に
お
け
る
人
件
費
比
率
18
・
１
％
）
の
削
減
ま
た
は
抑

制
が
、
行
財
政
改
革
の
重
要
課
題
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
17
年
度
に
お
い
て
、
平
成
18
年
度
か
ら
平
成
22
年
度

ま
で
の
５
年
間
で
、
国
の
指
針
で
あ
る
４
・
６
％
を
大
幅
に
上
回
る
11
％
の

職
員
の
実
質
的
削
減
を
行
う
第
１
次
定
員
適
正
化
計
画
を
策
定
し
、
徹
底

し
た
行
政
の
ス
リ
ム
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　合併時（平成 16年 10月１日）の職員数（公営企業局を除く）
は、３８１名でしたが、定員適正化計画に基づく退職不補充の
原則により、平成 18 年度末には、３６１名と 20 名の職員の
減員となっています。

年度 合併時
平成
16年度

平成
17 年度

平成
18 年度

退職者数 　 6名 6名 11名

採用者数 　 0名 3名 0名

職員数 381 名 375 名 372 名 361 名

削減職員数 　 △ 6 名 △ 3 名 △ 11 名

　団塊の世代等の大量退職などにより、平成 19年度から平成 27年度までに約１３０人（現在の職員
全体の３分の１以上に相当する職員）の退職が見込まれることから、この期を抜本的組織改革に向けた
好機と捉え、住民サービスの維持・向上を図りながら、さらなる定員の適正化を図ります。

年度
平成
19年度

平成
20 年度

平成
21 年度

平成
22 年度

平成
23 年度

平成
24 年度

平成
25 年度

平成
26 年度

平成
27 年度

退職者数 19 名 11 名 12名 15名 12名 18名 19名 9名 17名

採用
予定者数

0 名 1名 2名 1名 1名 1名 1名 2名 1名

職員数 342 名 332 名 322 名 308 名 297 名 280 名 262 名 255 名 239 名

削減数 △ 19 名 △ 10 名 △ 10 名 △ 14 名 △ 11 名 △ 17 名 △ 18 名 △ 7 名 △ 16 名

合併後の職員の推移

今後の定員適正化の目標

東
和
庁
舎

移
転
の
お
知
ら
せ

　　

東
和
総
合
支
所
が
移
転
し

ま
す
。

　

昨
年
6
月
、
森
野
公
有
地

に
着
工
し
た
東
和
庁
舎
お
よ

び
星
野
哲
郎
記
念
館
の
建
設

工
事
は
順
調
に
進
捗
し
、
ま

も
な
く
完
成
の
運
び
と
な
り

ま
す
。
完
成
後
は
、
7
月
14

日
か
ら
16
日
ま
で
の
3
日
間

で
移
転
を
行
い
、
7
月
17
日

か
ら
東
和
総
合
支
所
（
窓
口

班
・
地
域
支
援
班
）
と
東
和

保
健
セ
ン
タ
ー
は
、
新
し
い

庁
舎
で
業
務
を
開
始
す
る
予

定
で
す
。

　

電
話
番
号
は
従
来
ど
お
り

の
７
８
‐
１
１
１
０
で
す
。

移
転
作
業
に
伴
い
住
民
の
み

な
さ
ま
に
ご
迷
惑
を
お
か
け

す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
万
全

を
期
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で

ご
理
解
の
ほ
ど
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

定員適正化の推進


